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公正取引委員会 荷主 19 名に対する立入調査を実施 

 

5 月 25 日公正取引委員会は、荷主と物流事

業者との取引に関する調査結果について公表

した。 

書面調査の 結果を踏まえ、労務費、原材料

費、エネルギーコストの上昇分の転嫁拒否が

疑 われる事案について、荷主 19 名に対する

立入調査を実施した。 

調査概要は、荷主 30,000 名、物流事業者

40,000 名を対象として書面による調査を実施

し、それぞれ 38.1%、46.7%の回答率となって

いる。 

 

問題につながるおそれのある事例とし
ては、次の事例を示した。 

 
（１）不当な給付内容の変更及びやり直し 

・荷主は、物流事業者に対し、10 時間以上

の待機をさせたが、待機料金を支払わなかっ

た。（食料品製造業） 

（２）代金の支払遅延 

・荷主は、社内連絡が滞ったことによる事

務処理の遅れが原因で、物流事業者への支払

が本来の支払月よりも１か月遅れた。（家具・

装備品製造業） 

（３）代金の減額 

・荷主は、物流事業者に対し、毎月の支払額

から一律５％減じた金額を支払っていた。（非

鉄金属製造業） 

（４）不当な経済上の利益の提供要請 

・荷主は、物流事業者に対し、「協力金」と

の名目で、数万円の金銭を提供させた。（飲食

料品卸売業） 

（５）買いたたき 

・荷主は、物流事業者からの契約金額の交

渉の要望を門前払いし、最初（40～50 年前）

に契約した金額を継続して据え置いている。

（設備工事業） 

 

 

公正取引委員会は、今後の対応について違

反行為の未然防止に向けた取組を進めていく

とともに、違反行為に対しては厳正に対処し

ていくとしている。 

 

ＪＡＭは、「価値を認めあう社会へ」の取り

組みを労使で行っており、すべての関係者と

協議により相互の価値を確認していくことを

基本としている。一方的な押し付けなどが起

こらないように注意が必要となる。 
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